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2022 年３月、このような川重冷熱の社内調査の過程において、さらに上記２(２)が判明し、また川重
冷熱において関連する不適切行為を概ね把握したとの判断がなされ、親会社である川崎重工の所掌事業部
門（エネルギーソリューション＆マリンカンパニー）に報告がありました。 

以後、川崎重工より川重冷熱に詳細な追加調査を要求するとともに、状況を把握すべくヒアリング調査
等を実施してきました。 

 
４．特別調査委員会の設置 

①目的 


